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［テーマ］ 

・私が考える新・科学技術戦略本部の構想 

 

お任せ科学・技術政策を超えて  
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 2009年 11月に行われた行政刷新会議「事業仕

分け」は、科学者コミュニティに大きな衝撃を与

えた。科学・技術に関連する多くの事業が仕分け

の対象となり、予算の縮減や廃止が言い渡された

のだ。多くの科学者たちが様々な行動を起こした

ことが、この衝撃の大きさを物語る。いままで科

学者が政治にかかわることはタブーとされ、その

ようなことをするのは二流の科学者だ、という雰

囲気があった。政治との接点は、一部の有力な科

学者が審議会などに出席することなどに限られて

いた。それからみれば、ノーベル賞受賞者から学

部学生にいたるまで、様々な立場の人達が声を上

げたのは、まさに異例と言えるだろう。 

 自民党政権では、科学技術予算はいわば「聖域」

であり、「科学技術創造立国」の名の下、右肩上が

りに年々増額していた。それは科学者たちに都合

がよい状態であったが、使いきれない実験器具が

購入されるなど、予算の無駄遣いがあった。それ

は科学者自身がよく分かっているはずだが、それ

が公開の場で明らかになったのが事業仕分けと言

えるだろう。今までにない経験に、科学者が戸惑

ったとしても無理はない。仕分け人たちの声が、

あたかも科学・技術の重要性を否定するかのよう

に聞こえ、科学者たちは憤った。これが行動を起

こす大きな動機になった。 

ただ、事業仕分けの仕組みや議論の内容を踏ま

えた意見の表明は少なかった。事業仕分けはあく

まで予算の使い方に無駄がないかを査定するもの

であり、科学・技術や学術の重要性を否定するも

のでない。その点がすれ違っていたのが残念では

あった。 

 ともあれ、各種の学会や大学などから様々な声

明、意見が発表され、文部科学省に 15 万件もの

意見がよせられた。平成 22 年度の予算案では、

こうした意見を受けて、縮減幅も最小限にとどめ

られ、前年度より増額となった事業も多かった。

よく考えれば、例年の予算策定でも、各省庁は多

めに概算要求しており、それが縮減されることは

新しいことではない。その過程が「可視化」され

たことが重要だったのであり、科学・技術の重要

性が否定されたというのは、やや大げさな捉え方

だったかもしれない。 

 予算案の直後に発表された民主党政権の成長戦

略では、科学・技術への投資を GDP の 4％にす

るという目標や、博士課程修了者の完全雇用が掲

げられ、政権が科学・技術を重視する姿勢を感じ

ることができた。予算案、成長戦略は、科学者た

ちの行動が政策を動かしたのだ。日本の科学者が

「象牙の塔」を出て、政治や社会と交わった大き

な経験と言えるだろう。 

 ところが、年が明けてから、科学・技術政策が

研究者の話題に上ることが少なくなった。あれだ

け大騒ぎしたのに、結局科学・技術は重要視され

ているではないか、「大山鳴動して鼠一匹」だった

のではないか。そう思っている科学者が多いのか

もしれない。複数の方から、科学者は安堵してし

まっている。これではいけない、という言葉を聞

いた。 

 確かに結果だけみれば、前政権とそれほど変わ

らなかったのかもしれない。しかし、そこに至る

プロセスは、まったく異なっている。事業仕分け

は、近年各国で行われている、科学・技術政策に

市民の声を取り入れる市民参加の試みであると言

える。多少方法に難はあろうと、市民の声を政策

に取り入れる動きは押しとどめられない流れなの
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だ。再び象牙の塔に戻って政府の方だけ向いたと

しても、自民党政権と同じように予算が降ってく

ることはあり得ない。 

 事業仕分けを「のど元過ぎれば熱さ忘れる」と

いう一過性の出来事にしてしまっては、あまりに

もったいない。これを機に、ノーベル賞受賞者だ

けでなく、学生も含めた科学・技術の当事者が、

あるいは、科学・技術政策の恩恵を受ける受益者

である市民が、科学・技術政策に対し意見を言う

ことが、よりよい科学・技術の発展に不可欠では

ないだろうか。 

ここで、欧米の事情を簡単にみてみたい。アメ

リカには、全米科学振興協会（AAAS）という

NPO(非営利組織 )の科学者組織が存在する。

AAAS は 19 世紀の半ばに設立され、会員数は

1300万人を超える。雑誌 Scienceの発行元として

重要だ。AAASは、科学・技術政策に対して提言

を行い、それがアメリカの科学・技術政策にも反

映されている。現在のオバマ政権の科学顧問は、

元 AAASの会長だ。 

アメリカには、AAASのみならず、多数の科学・

技術関連の NPO がある。ブッシュ政権の科学・

技術政策に異議をとなえるなど、積極的な活動を

している「憂慮する科学者同盟」はよく知られた

存在だ。またヨーロッパでも、19世紀初頭に設立

され、AAAS のモデルとなった British Science 

Association（BA）、1998年に AAASをモデルに

作られた Euroscienceなど、分野横断的な科学者

の NPO が存在する。これらは、科学者のみなら

ず、さまざまな立場の人たちが加わることにより、

活動に深みを増している。 

しかし、日本には、科学アカデミーである日本

学術会議はあるが、科学技術関連の NPO は少な

い。こうした組織がないことが、日本の科学・技

術の弱点となっているのではないだろうか。 

そこで私は「研究者ネットワーク（仮）」を設立

したいと考えている。この組織は、さまざまな立

場の科学者、学生、関心のある市民が集い、科学・

技術政策に対する意見を集約し、それを政府や社

会に発信していく、日本版の AAAS だ。19 世紀

以来の長い歴史を持つAAASやBAのような組織

をいきなり作ることはできないし、ウェブが発達

した現在に巨大組織を作る意義があるかは検討の

余地がある。しかし事業仕分けで芽生えた科学・

技術政策への関心を絶やさないためにも、科学者、

市民が政策に対し意見を言い、社会に対し情報を

発信する草の根の NPO をぜひ日本にも作りたい。 

 今年は、日本の科学・技術政策の司令塔である

総合科学技術会議が改組され、科学技術戦略本部

が設置されるという。科学技術戦略本部は、トッ

プダウンで日本の科学・技術の方向性を決める組

織であり、総合科学技術会議より強いリーダーシ

ップを発揮するという。 

政策はトップダウンで決める必要があるが、独

善ではいけない。多様な立場の人たちの意見を踏

まえ、意思決定することが求められる。科学技術

戦略本部は、市民、科学者の意見を聴き、それを

政策に反映させる仕組みを整えるべきだ。 

民主党は、選挙前の 2009年 7月、「市民パワー

と民主党の懇談会」を開催し、さまざまな立場の

NPO（非営利組織）の意見を聞いた。この場で民

主党は、各政策分野において、NPO の意見を聞

く会の設置を約束している。科学技術戦略本部で

もこの流れを引き継いでほしい。 

そして、こうした仕組みは政府にお願いするだ

けではできない。科学者、市民の側も、一過性で

なく継続的に意見を言わなければならない。その

ためにも「研究者ネットワーク(仮)」だけでなく、

草の根の組織が多数出てきてほしい。 

科学・技術政策をお上にお任せする時代は終り、

新しい時代が始まった。その時代にふさわしい科

学・技術政策の在り方を作るのは、私たちの自発

的な行動なのだ。 

 


